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1 経営方針
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簡易生命保険誕生100周年記念祝賀会（2016/10/5） 【簡易生命保険】

簡易な手続きで、国民の基礎的生活手段を保障する

 日本郵便と協力し、郵便局ネットワークを通じて、養老
保険・終身保険のユニバーサルサービスを提供

 お客さまニーズに応え、長期の安定した保障を提供

【かんぽ生命】

地域のお客さまと郵便局とともに成長してきた100年

新企業ｷｬﾗｸﾀｰ

いつでもそばにいる。どこにいても支える。

すべての人生を、守り続けたい。

【100周年を機に経営理念を改定】
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中期経営計画（前半）の進捗①

商品・営業

 新契約月額保険料500億円を、2016年3月期（昨年度）
に1年前倒しで達成
✓ この中間期においても、前期を約2割上回って推移

 保険料の総合的な改定を2016年8月に実施し、保障を
重視した営業の定着を推進

 2017年4月の標準利率引下げに対応した、更なる保険
料改定を検討

 マイナス金利政策の導入という変化する事業環境に対して、スピード感を持って対応

負債側（商品・営業）・資産側（資産運用）双方の施策を前倒して実行

資産運用

 運用資産の多様化

✓オルタナティブ、株式インハウス運用の開始等、

多様化への取組みを加速

 リスク性資産の拡大

✓ 【総資産比】 2015/3末：4.0% → 2016/9末：8.8%
✓ 2017/3末に1年早く10%へ到達する見込み

 運用態勢の強化

✓外部人材の採用、第一生命との提携推進等
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中期経営計画（前半）の進捗②

事務・システム

 引受から支払まで、簡易・迅速・正確な事務・システム
基盤を構築し、保険契約を管理する態勢を強化

 2017年1月に基幹系システムを更改
✓サービスインに向けた最終テストの実施
✓開発生産性・システム品質の向上

 IBM Watsonを活用した保険金支払業務の高度化
✓ 2015年2月に保険業界でいち早くIBM Watsonの活用
を検討開始し、2017/3期中の実用化に目途

 将来の成長・発展の基礎となる簡易・迅速・正確な事務・システムを構築するとともに、将来展望を切り拓くため、提携戦略にも着手

事務・システム基盤の整備、提携戦略についても着実に進捗

提携戦略

 2016年3月に第一生命と包括業務提携を締結
✓ベトナムポストを加えた協力強化

✓資産管理サービス信託銀行への出資（2016/10）
✓ ビジネスコンテストの共同開催

（第一生命・かんぽ生命・NTTデータ）

海外生保、資産運用・国内生保の
3領域で具体的取組みを開始
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中期経営計画（後半）の取組み

商品・営業

 次の100年に向かって、上場企業としてガバナンスを利かせながら、成長戦略を着実に実行

資産運用

事務・システム

提携戦略

養老保険・終身保険・特約の魅力向上、保障性商品の販売強化

高齢者募集の品質向上、かんぽつながる安心活動・かんぽﾌﾟﾗﾁﾅﾗｲﾌｻｰﾋﾞｽの推進

自動告知・査定ｼｽﾃﾑの導入準備、ICTの積極活用等によるお客さまｻｰﾋﾞｽの進化

ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ投資（ﾊｲｲｰﾙﾄﾞ債、ﾊﾞﾝｸﾛｰﾝ、ｲﾝﾌﾗ等）への投資拡大、態勢・組織・人材育成の整備

株式ｲﾝﾊｳｽ運用・海外ｸﾚｼﾞｯﾄ自家運用の整備、その他ｵﾙﾀﾅﾃｨﾌﾞ1の運用開始、ALMの高度化

海外生保・資産運用・国内生保の3領域における協業強化

中期経営計画後半期（2016/10～2018/3） 中長期的な取組み

(2017/3末)▼リスク性資産総資産比10%程度

ｽﾄｯｸﾄﾞｷｭﾒﾝﾄを活用した新ﾌﾟﾛｾｽの展開、ITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ・ｼｽﾃﾑﾘｽｸ管理の強化

(2017/1)▼基幹系システム更改

日本郵政グループ各社・

提携パートナーと協力

生命保険会社として、

社会的なソリューション

を提供

「健康長寿社会」

の実現に寄与

(2017/4)▼標準利率改定

1. その他オルタナティブ：プライベートエクイティ、ヘッジファンド、不動産、インフラ(エクイティ)
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2 2017年3月期中間決算と経営状況
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連結業績の状況

 中間純利益1は425億円、通期業績予想に対し49.4%の進捗

連結主要業績 業績予想

16.3期 2Q 17.3期 2Q 前年同期比

経常収益 48,813 43,338 △ 11.2 %

経常利益 2,187 1,078 △ 50.7 %

中間純利益1 485 425 △ 12.3 %

（億円）

（億円）

1． 親会社株主に帰属する中間純利益

17.3期
（通期業績予想）

進捗率

84,900 51.0 %

3,100 34.8 %

860 49.4 %

16.3末 16.9末 前年度末比

総資産 815,451 804,922 △ 1.3 %

純資産 18,829 17,825 △ 5.3 %

うち株主資本 14,724 14,808 0.6 %

（億円）
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新契約の状況 【新契約年換算保険料】

 個人保険の新契約年換算保険料は、前年同期比18.6%増の2,823億円
 第三分野の新契約年換算保険料は、通期として民営化以降の最高を記録した前期を上回る260億円（前年同期比+5.5%）

新契約年換算保険料（個人保険）の推移 新契約年換算保険料（第三分野）の推移

（億円） （億円）

注： 年換算保険料とは、１回当たりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、
１年当たりの保険料に換算した金額（一時払契約等は、保険料を保険期間等で除した金額）
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2017/3期
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保有契約の状況 【保有契約年換算保険料】

 個人保険の保有契約年換算保険料は、6月末比57億円増と、底打ちの兆し
 第三分野の保有契約年換算保険料は7,351億円（6月末比約1億円の増加）

保有契約年換算保険料（個人保険）の推移 保有契約年換算保険料（第三分野）の推移

（億円） （億円）

注： 「新区分」は、当社が引き受けた個人保険を示し、「旧区分」は当社が独立行政法人郵便貯金・
簡易生命保険管理機構から受再している簡易生命保険契約（保険）を示す
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保険料の改定

 市場金利の低下を踏まえた予定利率の改定、死亡率データの最新化による保険料の総合的な見直しを実施(2016年8月2日～)

改定後保険料例1予定利率

注： 契約日が2016年8月2日（火）以降となる契約から適用

改定前
改定後

（2016.8～）

養老・終身・学資等
（下記以外）

1.50 % 1.00 %

無配当傷害入院特約
無配当疾病傷害入院特約

1.65 % 1.15 %

加入年齢等 改定前
改定後

増減率

普通養老
保険

40歳加入
50歳満期 27,180 円 27,840 円 + 2.4%

80歳加入
90歳満期 42,720 円 40,470 円 △ 5.3%

普通終身
保険

40歳加入
60歳払込済 16,200 円 18,540 円 + 14.4%

70歳加入
90歳払込済 23,940 円 23,370 円 △ 2.4%

学資保険
被保険者0歳
契約者30歳
男性

14,070 円 14,670 円 + 4.3%

1. 基準保険金額：300万円、被保険者：女性、口座払込み・月払保険料（特約の保険料を含む）

予定死亡率

 長寿化の進展を踏まえた死亡率データの最新化により、保障

部分の保険料を引下げ

 保障ニーズを訴求した販売の推進

本年8月の保険料改定による経験を踏まえ、2017年4月の標準利率引下げ（1.0%→0.25%）に対応した更なる保険料改定を検討
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16.3期
2Q

17.3期
2Q

（参考）
16.3期

順ざや 420 299 974

平均予定利率1 1.77 % 1.73 % 1.76 %

利子利回り2 1.89 % 1.82 % 1.90 %

キャピタル損益 82 △ 567 44

15.9末 16.9末 16.3末

円金利
（10年国債） 0.350 % △ 0.085 % △ 0.050 %

ドル／円 119.96 円 101.12 円 112.68 円

12

資産運用の状況

 運用資産の多様化を進めてきた結果、リスク性資産の残高は7兆円まで拡大（総資産比8.8%）
 足元の低金利環境を受け、平均予定利率・利子利回りともに低下したものの、299億円の順ざやを確保

資産構成 順ざや・利回り

16.3末 16.9末

金額 占率 金額 占率

公社債 598,210 73.4 582,127 72.3

国債 441,786 54.2 425,665 52.9

地方債 94,054 11.5 95,858 11.9

社債2 62,369 7.6 60,602 7.5

リスク性資産 54,016 6.6 70,931 8.8

国内株式1 12,025 1.5 12,979 1.6

外国株式1 2,294 0.3 2,288 0.3

外国債券等1,2 39,697 4.9 55,664 6.9

貸付金 89,784 11.0 85,719 10.6

その他 73,440 9.0 66,143 8.2

うち現預金・コールローン 22,226 2.7 17,071 2.1

うち債券貸借取引

支払保証金
30,085 3.7 30,540 3.8

総資産 815,451 100.0 804,922 100.0

（億円、%）

1. リスク性資産には、金銭の信託で運用している資産を含む
2. 外国債券等には、貸借対照表上、社債に計上されている外貨建債券及びその他の証券に計上されている投資信託を含む

1. 平均予定利率は、予定利息の一般勘定経過責任準備金に対する利回り
2. 利子利回りは、基礎利益上の運用収支等の一般勘定経過責任準備金に対する利回り

（億円）
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資産運用の多様化

 上期においては、人材の採用等を中心とした運用多様化を推進するための基盤を構築

 下期は、態勢整備の進捗に合わせ投資を開始するとともに、運用多様化に向けた態勢整備を継続

1. その他オルタナティブ：プライベートエクイティ、ヘッジファンド、不動産、インフラ(エクイティ)

2017/3期 上期 2017/3期 下期

運
用
多
様
化

態勢・組織・人材育成 外部専門人材の採用
運用執行部門の再編

資産管理サービス信託銀行への出資

伝
統
的
資
産

伝
統
的
資
産

海外クレジット海外クレジット

株式 (自家運用)株式 (自家運用)

インフラデットインフラデット

投資額を拡大 投資額の拡大を継続

投資態勢の整備 運用開始

第一生命と投資ノウハウ・審査ナレッジ

等の共有化等により運用態勢を整備

運用開始

（第一生命と共同投資）

オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ

オ
ル
タ
ナ
テ
ィ
ブ

バンクローンバンクローン

マルチアセットマルチアセット

その他オルタナティブ1その他オルタナティブ1

投資態勢の整備・運用開始 投資額を拡大

投資先の検討

投資に向けた人材採用・組織の整備
態勢整備の継続・投資先の検討

（機会があれば運用開始）

投資額を拡大
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高齢者マーケットの拡大

 日本の人口は少子化により減少しているものの、70歳以上の高齢者人口は増加傾向
 日本の国民医療費は高齢化の進展で増え続けており、自己負担を補完する民間医療保険の役割が増している

国民医療費の増加高齢者人口の増加
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医療費の伸び

1.00

1.00

1.06

1.15

1.26

1.57

自己負担

公費

保険料

39兆円

60兆円

45兆円

出典：厚生労働省、内閣府、
経済産業省「次世代ヘルスケア産業協議会中間とりまとめの概要(2014年6月5日)」

注：GDPの伸び、医療費の伸びは対2012年3月期比。各年度の数値は出典資料公表時の推計値
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出典：総務省統計局、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(2012年1月推計)」

70歳以上人口

総人口の推移

12,805万人
(2010年)

12,708万人
(2014年)

12,065万人
(2025年)

12,410万人
(2020年)

【平均寿命】 男性: 80.21歳 女性: 86.61歳

【健康寿命】 男性: 71.19歳 女性: 74.21歳
(9.02年) (12.40年)
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－参加者の声
「運動に対する意識の向上」、「継続への励み」

－当社への波及効果
実証実験の参加者への営業機会を活用し、
保険加入へ繋がる事例も見られた。

⇒参加者及び当社の双方にとって有益な取組み

15

健康増進への取組み

 健康寿命の延伸に向け、グループ会社・提携パートナーとともに、健康増進を支援する取組みを実施

評価・今後の取組み健康増進サービス実証実験（2016.6～11月末）

・歩数等の活動量の取得
・iPadアプリへのデータ連携

ウェアラブル型活動量計

・ 運動プログラムの配信

・ 日々の取組みの確認

・ 健康情報コンテンツの配信

iPad

・体組成データの取得
・iPadアプリへのデータ連携

体組成計

健康改善に向けた
サポート

（グループとして）

 「みまもりサービス」とともに、生活サポートに資する社会イン
フラ（オープンプラットフォーム）と位置付け

（当社として）
 お客さまとのコンタクト機会の増加による新契約の拡大
 ビッグデータを活用した新たな商品・サービスの開発

【本取組みの評価】

iPad、ウェアラブル型活動量計、体組成計を用いて取り組む
運動プログラムを提供し、継続支援のためのサポートを実施

参加者：福島県伊達市在住の500名程度

健康長寿社会を支え、高齢者マーケットの成長を取り込む

【今後の取組み】
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IBM Watsonの活用

16

 2015年2月から検討を開始した保険金支払業務へのWatsonの活用は、今年度中の実用化に目途

導入効果保険金支払業務への活用

正確性 迅速性 効率性

 過去の類似事案・判断材料をピンポイントで提示

 次に必要なアクションを提案

⇒ Watsonが査定者へ提示する判断材料の精度は90%程度に
到達。今年度中の実用化を予定

 支払業務における課題

査定者の
高度な知識と経験が必要

・約款・医学・法律等の知識
・難易度が高いものは、約10年程度の実務経験

 人手による対応の限界

 Watsonの活用

【導入前】
経験者による業務遂行

【導入後】
Watsonによる人的査定支援

1. 請求書類を理解
2. 査定に必要な文書を参照
3. 過去の知見・経験に基づき判断

1. Watsonが請求書類を理解・次アク
ションを推定・評価

2. Watsonが過去の類似事案と判断
材料を提示

3. 過去の類似事案をピンポイントで
確認・判断

お客さま接点での活用
（コールセンター等）

商品開発への活用

適用領域の拡大

 業務品質の向上

 支払スピードの向上

 生産性の向上

 人材育成の強化（早期化） 等

【参考】Watson導入による業務フローの変化

引受から支払までの品質・生産性・効率性を向上
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健全性の状況

（億円）

16.3末 16.9末 当期

繰入額2

危険準備金 23,748 23,142 △ 606

旧区分 20,116 19,251 △ 865

新区分 3,631 3,891 259

価格変動準備金 7,822 7,526 △ 296

旧区分 6,358 6,130 △ 227

新区分 1,464 1,395 △ 69

追加責任準備金1 60,115 59,888 △ 226

旧区分 60,115 59,888 △ 226

新区分 - - -

内部留保等の積立状況 連結ソルベンシー・マージン比率の推移

注： 「旧区分」は簡易生命保険契約区分を源泉とする金額、「新区分」はかんぽ生命全体から「旧区分」を差し引いた金額

1. 追加責任準備金には、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構からの受再保険の終身年金等を対象に、2011年
3月期より10年間にわたり追加して積み立てることとした金額（当中間期905億円、累計11,205億円）を含む

2. 当期繰入額には、危険準備金の積立基準額を超過して繰り入れた額206億円を含む

16.3末 16.9末

連結ソルベンシー・
マージン比率

1,570.3% 1,458.0%

信用格付の取得状況

R&I JCR S&P

格付
AA-

(安定的)
AA

(安定的)
A+

(安定的)

(参考)
日本国政府

AA+
(ネガティブ)

AAA
(ネガティブ)

A+
(安定的)

注： 格付の種類は、いずれも保険財務力格付（保険金支払能力格付）

 危険準備金、価格変動準備金を合計した内部留保は3兆668億円
 国内・海外の調査機関から信用格付を取得。同業他社比、遜色ない水準にあり、十分な健全性を確認
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16.3末 16.9末 増減額

EV 31,510 29,936 △1,574

修正純資産 18,943 19,195 252

保有契約価値 12,567 10,740 △1,826

16.3期
2Q1

17.3期
2Q1 増減額

新契約価値 1,109 57 △1,051

18

EVの状況

（億円）

EVの内訳 フォワードレート

 2016年9月末のEVは、 3月末並みの金利水準へ戻ったことにより、 2兆9,936億円まで回復（6月末比+8,553億円）

△0.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

3.0%

0 10 20 30
（年）

16.9末

16.6末

16.3末

15.6末

1.新契約価値の計算に用いた経済前提は、2016年3月期上期は2015年6月末、2017年3月期上期は2016年9月末
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【1株当たり配当
/ (配当性向)】

19

2017年3月期連結業績予想

安定的な
株主還元

着実な
利益確保

保有契約の
底打ち・反転

【新契約月額保険料】

【当期純利益】

 今中間期は307億円

 17.3期は100周年記念キャンペーン等の
効果により、16.3期からの拡大を見込む

2017.3期に500億円台
に乗せて更に拡大

市場環境が大きく変化
しないことを前提に、
800億円程度を確保

配当性向30~50%程度を
目安に、1株当たり配当の
安定的な増加を目指す

 今中間期は425億円（進捗率49.4%）

 17.3期は前期比+1.3%の860億円を
見込む

 17.3期の1株当たり配当は、前期比4円
増（増配2円+100周年記念配当2円）の
60円（+7%）を見込む

(30.2%) (39.6%) (41.9%)

15.3期 16.3期

465

予想中間
17.3期

510
1期前倒しで達成

307

16.3期
から拡大

（億円）

（億円）

15.3期 16.3期

813

予想中間
17.3期

848

425

860

（円）

15.3期 16.3期

40.88

予想
17.3期

56.00 60.00

 中期経営計画に掲げる経営目標に向けて順調に進捗
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コーポレートガバナンス

株主総会

経
営
の
監
督

業
務
の
執
行

取締役会 【取締役12名：うち社外役員7名】

監査委員会 報酬委員会 指名委員会

取締役の選解任

委員の選定・解職

監督

代表執行役社長

執行役

 指名委員会等設置会社を採用し、社外役員が過半数を占める。意思決定を迅速化するとともに、コーポレートガバナンスを強化

 コーポレートガバナンス・コードに適切に対応し、透明性の高い経営に努め、持続的な成長と企業価値の向上を目指していく

コーポレートガバナンス・コード対応コーポレートガバナンス体制 【指名委員会等設置会社】

※役付執行役の元職：損保会社26%、生保会社16%、
銀行5%、政府53%

「コーポレートガバナンスに関する基本方針」を制定
(2015.10.28)

お客さま、株主の皆さまを含むステークホルダーとの対話を重視し、
透明性の高い経営に努める

執行役の報酬と株式価値との連動性を明確にしたインセンティブを
導入することにより、企業価値向上の仕組みを構築

業績連動型株式報酬制度の導入 (2015.12.22)

1

2
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ESGに関する取組み

Environmental          
(環境)

Environmental          
(環境)

Governance               
(ガバナンス)
Governance               
(ガバナンス)

Social                          
(社会)
Social                          
(社会)

ESGの課題に適切に配慮・対応することにより、持続可能な社会の形成に寄与

ラジオ体操を通じた皆さま
の健康づくり支援

高齢者サービスの充実

 「かんぽプラチナライフサービス」の
提供

 高齢者にやさしい・あたたかい ビジ
ネスモデルの追求

 温暖化対策や環境プロジェクトへの
資金調達を目的に発行されるグリー
ンボンドへ投資(2016.6.29)

発行体：国際復興開発銀行(世界銀行)
発行形式：国内外貨建て(ショーグン債)、私募
発行額：1億米ドル 年限：10年

 「ご契約のしおり・約款」のWeb閲覧
数に応じた環境保護団体への寄付
を実施

 指名委員会等設置会社
を採用

 コーポレートガバナンス・
コードへの適切な対応

ユニバーサルサービス

 郵便局へユニバーサル対象商品

である養老保険・終身保険を提供

環境への投資
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他社と異なる商品構成

23

各社の新契約年換算保険料、平均保険金額、商品構成（2015.3期:新契約）

平均保険金額（新契約1件当たり）

新
契
約
年
換
算
保
険
料

（万円）

2社合計 5社合計

かんぽ生命
(2016.3期)

医療
41.5%

がん
40.0%

終身
12.3%

その他
6.2%

出典：インシュアランス生命保険統計号（2015年版）
注：T&Dは傘下生保の合算値

終身
36.2%

医療
17.9%

定期
13.1%

その他
32.8%

（億円）

養老
52.3%終身

27.6%

学資
20.1%

 かんぽ生命の商品は、死亡保障額が比較的小さい養老保険・終身保険が中心であり、他の大手生保と異なる商品構成

医療特約を付加
して販売するのが
基本スタイル

住友生命

第一生命

ソニー生命

T&Dアフラック
メットライフ

明治安田生命
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医療保障分野の実績

24

 第三分野（医療保障）は特約のみの販売となっているものの、1割を超えるシェアを獲得
 医療特約により、幅広い病気について、入院・手術・長期入院の保障を提供

医療特約の保障範囲第三分野（医療保障）の保有契約年換算保険料シェア

入院
保険金

 1日につき4,500円
 最高540,000円（120日分まで）

手術
保険金

 手術の種類に応じて、

22,500円（5倍1）～180,000円（40倍1）

長期入院
一時保険金

 入院日数が120日となったとき90,000円
（基準保険金額の3%）

保障範囲は限定されており、医療コストの増加を保険会社は

負担しない

基準保険金額300万円（死亡保障・医療保障）の例

1． 1日当たりの入院保険金額に対する倍率

順
位

会社名
保有契約年換算保険料

(第三分野:億円)
シェア
(%)

1 アフラック 10,384 16.3

2 かんぽ 7,387 11.6

3 日本 6,125 9.6

4 第一 5,765 9.0

5 住友 5,197 8.1

6 明治安田 3,679 5.8

7 メットライフ 3,592 5.6

8 エヌエヌ 2,359 3.7

9 ジブラルタ 2,112 3.3

10 アクサ 2,044 3.2

生保(41社)計 63,826 100.0

出典：各社公表資料、「生命保険協会・「生命保険事業概況（2015年度）」」
注：かんぽの数値はかんぽが受再している民営化前契約の数値を含む。
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郵政民営化法の上乗せ規制

25

 かんぽ生命の新規業務は、引き続き保険業法に基づく一般的な規制は課せられるものの、日本郵政が保有する株式の1/2以上を処分する
ことにより、郵政民営化法に基づく新規業務に係る上乗せ規制は、主務大臣の認可制から届出制に変更

 加入限度額は政令で規定されており、改定には郵政民営化委員会の意見聴取が必要

項目 内容

新規業務

加入限度額

 政令で規定（改定には郵政民営化委員会の意見聴取が必要）
― 加入限度額：原則1,000万円、加入後4年経過後は累計1,300万円（20～55歳）

【特定日以後】
 郵政民営化法に基づく規制なし

【日本郵政がかんぽ生命の株式の1/2以上を処分するまで】
 主務大臣1の認可（郵政民営化委員会の意見聴取が必要）

【日本郵政がかんぽ生命の株式1/2以上処分後、特定日2まで】
 主務大臣への届出（同業他社への配慮義務、郵政民営化委員会への通知が必要）

【特定日以後】
 郵政民営化法に基づく規制なし（保険業法による規制は継続）

1．主務大臣：内閣総理大臣（金融庁長官）及び総務大臣
2．特定日：(i)日本郵政㈱が㈱かんぽ生命保険の株式の全部を処分した日と(ii)日本郵政㈱が㈱かんぽ生命保険の株式の2分の1以上を処分した日以後に、内閣総理大臣及び総務大臣が同業他社との間の適正な競争
関係及び利用者への役務の適切な提供を阻害するおそれがない旨の決定をした日のいずれか早い日

2016年4月1日～
加入後4年経過後は累計2,000万円（20～55歳）へ引上げ
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新契約の状況 【新契約件数】

新契約件数（個人保険）の推移 新契約の内訳

124 117
135

113 122

238 239

0

50

100

150

200

250

300

15.3期 16.3期 17.3期

上期 下期 （万件）

（万件）

16.3期 2Q 17.3期 2Q

件数 占率 件数 占率

個人保険 117 100.0 % 135 100.0 %

養老 62 53.6 % 72 53.8 %

終身 31 26.7 % 41 30.8 %

学資 22 19.6 % 20 15.4 %

その他 0 0.0 % 0 0.0 %
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保有契約の状況 【保有契約件数】

保有契約件数（個人保険）の推移 保有契約の内訳

1,353 
1,535 1,638 

1,994 
1,697 1,567 

3,348 
3,232 3,206 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

15.3末 16.3末 16.9末

新区分 旧区分

16.3末 16.9末

件数 占率 件数 占率

個人保険 3,232 100.0 % 3,206 100.0 %

養老 1,440 44.6 % 1,402 43.7 %

終身 1,241 38.4 % 1,257 39.2 %

学資 535 16.6 % 532 16.6 %

その他 14 0.5 % 14 0.4 %

（万件）（万件）

注： 「新区分」は、当社が引き受けた個人保険を示し、「旧区分」は当社が独立行政法人郵便貯金・
簡易生命保険管理機構から受再している簡易生命保険契約（保険）を示す
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女性・中高年層に強い顧客基盤

被保険者の性別構成（2016.3末：保有契約） 契約者の年齢別構成（2016.3期：新契約）

 かんぽ生命の被保険者数約2,400万人は全人口の約2割に相当、被保険者の約6割1は女性が占める

 かんぽ生命の契約者は50歳以上の中高年層が約6割2を占める

全人口に占める被保険者数

かんぽ
19%

かんぽ被保険者の性別構成

女性
58%

出典：総務省統計局
1．2016年3月末の保有契約実績
2．2016年3月期の新契約実績

※新契約の他社生保合計の性別構成は5:5
（2015年3月期）

個人金融資産の年齢別構成 かんぽ契約者の年齢別構成

出典：日本銀行金融広報中央委員会「家計の金融行動に関する世論調査（2015年調査）」

60代
36%

50代
22%

40代
12%

30代 7%
20代 2%

 50歳以上が個人金融資産
の約8割を保有

 50歳以上の契約者が約6割2

を占める

男性
42%

20代以下 7%

30代
13%

70歳以上
25%

40代
16%

50代
16%

人数
（万人） 占率

全人口
（2016.4.1） 12,698 100%

かんぽ生命

被保険者数
2,362 19%

被保険者数1

（万人） 占率

女性 1,372 58%

男性 989 42%

70歳以上
20%

60代
23%
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営業推進・募集品質の向上

 100周年記念施策等を通じ、お客さまとの対面機会(営業活動量)を増加するとともに、営業推進と一体となった募集品質の向上を目指す

 100周年関連施策や「かんぽつながる安心活動」を通じたお客さまと対面する機会の増加
 満期代替取組の徹底、高齢者への積極的かつ丁寧な営業活動

 日本郵便による渉外社員2万人体制の構築支援
 日本郵便営業社員の実績に合わせた研修・スキルアップ、管理者・指導者への研修の強化

 適正募集の定着、適正な高齢者募集の実践

 保険業法の改正等に対応した適正な営業活動の定着、契約維持の取組強化

お客さまと対面する
機会の増加

営業社員の確保・育成／
パートナー部の機能強化

募集品質の向上

直営店チャネルの強化
 商工会議所等との連携を通じた新たな新規顧客マーケットの拡大

 インナー募集・職域営業の強化、営業効率化とマネジメント機能強化

営業推進 (質と量を伴った営業の徹底)
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グループ外の保険商品の供給例

30

利便性の高い郵便局チャネルを強力にサポート

郵便局に委託する代理店業務 郵便局サポートにおける優位性

 全国の郵便局で、保険募集だけでなく、契約保全・保険金支払の手続が可能であり、お客さまの利便性が高い

 郵便局支援の専門人材を全国に配置し、強力な販売チャネルである郵便局と密接な関係を構築済み

か
ん
ぽ
生
命

サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー

日
本
郵
便

郵
便
局

お
客
さ
ま

【保険募集】

【契約保全】

【保険金支払】

申込

端末入力
書類送付

請求
手続

端末処理
書類送付

請求 書類確認
/送付

即時払

通常払（口座振込）

商品説明

郵便局端末で
審査結果を確
認できるもの

住所変更
契約者貸付
保険料払込

76支店に約800人を配置

郵便局・渉外社員

 グループ外の保険会社からも、郵便局支援の事務を受託

 例えば、アフラックはかんぽ医療特約と競合が小さい日本郵政グループ
専用がん保険を開発し、かんぽ・アフラックともに販売増を実現

 全国の郵便局で、アフターサービスまで提供できるインフラを整備

営業支援
業務指導

コンプライアンス指導

郵便局の実態・データを
踏まえた教育・指導を委託

保険商品一般
の教育・指導

郵便局支援を専門に
担当するパートナー部
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アフラックとの提携関係

31

業務提携スキーム 業務提携の内容

1 全国2万の郵便局でアフラックのがん保険を
販売

2
かんぽ生命の医療特約と補完関係となる

郵政グループ専用のがん保険をアフラックが

開発

3 かんぽ生命の直営店によるがん保険の販売

（募集代理）と郵便局支援（事務代行）

業務提携契約

販売契約

募集代理・事務代行契約

教育・指導

 日本郵政グループとアフラックは、2013年7月に、がん保険に関する業務提携契約を締結
 かんぽ生命とアフラックの間でもWin-Winの関係が構築され、郵便局において、かんぽ生命・アフラックの両社の商品の販売が増加
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第一生命との業務提携

 かんぽ生命と第一生命が、両社の強みを生かした事業展開を志向し、地域社会への貢献を目指すことを基本方針とした、包括業務提携を締結

 海外生命保険事業、資産運用事業、国内生命保険事業に関する共同研究の3本柱から、提携事業を開始

海外生命保険事業

包括業務提携

資産運用事業
国内生命保険事業
に関する共同研究

 海外における生命保険事業の
展開に関する協力

― ベトナムポストにおける生命
保険販売に係る第一生命ベト
ナムへの協力

― 第一生命ベトナムへの出資
を検討

 低金利下における運用手段の
多様化・高度化に向けた協力

― 資産運用会社(アセットマネジ
メントOne・Janus)の共同利用
や成長分野への共同投資

― 資産管理サービス信託銀行
(TCSB)への共同出資等を通
じた、運用事務基盤の共有

 新商品開発に関する共同研究

― 高齢化社会へのソリューショ
ン提供に向けた、新商品開発
に関する共同研究の実施

 IT領域における共同研究

― 先進的なIT技術の利活用等
に関する共同研究の実施
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海外生保事業(ベトナム)

 かんぽ生命、第一生命、ベトナムポストの3社の協力関係を確認するため、2016年4月に覚書を締結
 第一生命ベトナムへの出資・人材派遣等を通じて、ベトナムポストにおける生命保険の販売拡大を支援

ベトナムにおける協力関係

ベトナムポスト

第一生命グループ

日本郵政グループ

協力関係(2015.7)
－郵便業務の技術支援

独占販売契約(2016.1)
－ベトナムの郵便局における生命

保険の独占販売（15年間）包括業務提携(2016.3)
－第一生命ベトナムへの

出資・人材派遣を検討

覚書（3社間）の締結(2016.4)
－ベトナムポストへの支援

1

2

3

4

第一生命
ベトナム
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500 

320 

現行システム 次期基幹系

34

事務・システムの態勢整備

 引受から支払まで、簡易・迅速・正確な事務・システムを構築し、保険契約を管理する態勢を強化

 次期基幹系システム更改により、システム品質・開発生産性の向上、システムコスト削減を図る

インフラの整備

 ペーパーレス申込みの導入

（2016/4～）

 必要書類の簡素化等

【郵便局インフラ】

【システムインフラ】

【サービスセンターインフラ】

営業時間創出に資する

事務負荷軽減

イメージワークフロー
を基盤とした事務処理
態勢の強化

システム基盤の強化

システム更改によるコスト削減効果

 次期基幹系システムサービスイン

（2017/1～）

 FinTech活用検討

 サービスセンター・本社の組織統合

（2015/10～）

 IBM Watsonの活用による保険金
支払業務の高度化

ハードウェア(調達・保守)コスト1

ソフトウェア(開発)コスト2

520 
330 

280 

140 

800 

470 

現行システム 次期基幹系

ランニングコスト
イニシャルコスト

(億円)

(億円)

△330億円
（△40％）

△180億円
（△36％）

2. 更改後5年間（ソフトウェア償却期間）、現行システムと同規模の開発を継続した場合の試算
1. 更改時の機器調達及び更改後8年間（次期更改までの期間）の保守費用を合計した試算
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事業の効率性
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事業費と新契約年換算保険料（個人保険）（2016.3期） 事業費と「保険料等収入＋保険金等支払」（2016.3期）

事業費

新
契
約
年
換
算
保
険
料

（億円）

（億円）

出典：各社公表資料
注：T&Dは傘下生保の合算値

【渉外社員約1.8万人、約2万局】

【営業職員約5.0万人】

【営業社員約4.3万人】

事業費
（億円）

保
険
料
等
収
入
＋

保
険
金
等
支
払

（兆円）

【代理店約1.3万店】

出典：各社公表資料
注：T&Dは傘下生保の合算値

【営業社員約0.5万人】

 他社生保と比べても、効率的に事業を運営

日本生命

日本生命

第一生命

第一生命

ソニー生命 ソニー生命

T&D

アフラック

アフラック

T&D メットライフ

明治安田生命

メットライフ

住友生命
住友生命

明治安田生命

【営業職員約3.1万人】

【営業職員約3.0万人】

【営業社員約1.2万人】

【営業社員約0.4万人】
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事業費の状況

 事業費の約7割は、日本郵便への委託手数料が占める
 委託手数料は、保険業法を遵守するほか、監督指針等を踏まえて算定されており、費用対効果に見合う金額としなければならないことから、

当社又は日本郵便のどちらか一方に有利なものとはできない仕組み

委託手数料の仕組み委託手数料の推移

維持・集金

手数料

 日本郵便に委託する業務について、郵便局で適切に実施
された場合の処理時間等をベースに単価設定

 保有契約件数やアフターフォロー活動に比例する部分と、
郵便局数等に比例する部分から構成

新契約

手数料

 主に新契約・募集実績に連動（生命保険業界で一般的な
複数年分割払）

 営業目標を達成することで、インセンティブとなるボーナス
を加算

 日本郵便に支払う委託手数料は、保険業法の「アームズ・レングス・ルー
ル」を遵守するほか、監督指針・検査マニュアルの「特定の代理店に対す
る過度の便宜供与の防止」を踏まえて算定することが求められる

 したがって、当社と日本郵便の間で恣意性が働くものではなく、何らかの
理由で算定方法を変更する際は、監督官庁検査の対象となる

1,731 1,810 

963 

1,863 
1,969 

1,003 

3,595 
3,779 

1,967 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

15.3期 16.3期 17.3期
2Q

新契約手数料 維持・集金手数料等

（億円）

5,124 億円 5,370 億円 2,779 億円事業費
(単体)
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資産運用態勢（組織再編）

 資産運用部門の機能強化を図るため、「資産運用部」を、「市場運用部」と「運用開発部」に再編(2016年10月1日実施)
 資産運用に関する社員については、外部人材の採用等により、2017年3月末時点で140名体制まで拡充を見込む

2016年10月1日時点2016年4月1日時点

運用企画部

資産運用部

融資部

運用審査部

リスク管理統括部

市場運用部

【円債・外債・株式の運用】

運用開発部

【海外クレジット・オルタナティブの運用】

融資部

企画部門

執行部門

リスク部門

資産運用に関する社員数 【121名】

企画部門・執行部門 【90名】
リスク部門(資産運用リスク担当) 【31名】

資産運用に関する社員数 【130名】 ⇒140名程度（2017.3）

企画部門・執行部門 【96名】
リスク部門(資産運用リスク担当) 【34名】

運用企画部企画部門

運用審査部

リスク管理統括部

リスク部門

執行部門
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資産運用の状況 〔有価証券の時価情報〕

有価証券の時価情報

16.3末 16.9末

帳簿価額 時価 差損益 帳簿価額 時価 差損益

合計 657,530 753,264 95,733 654,270 749,974 95,703

満期保有目的の債券 422,398 497,529 75,130 409,765 486,764 76,998

責任準備金対応債券 135,634 150,621 14,987 125,827 140,431 14,604

その他有価証券 99,498 105,113 5,615 118,677 122,778 4,100

有価証券等 84,692 88,668 3,975 102,178 105,062 2,883

公社債 40,129 41,157 1,028 46,785 47,769 983

外国債券 32,993 35,908 2,914 43,854 45,701 1,847

その他の証券 1,000 1,000 0 7,000 7,020 20

預金等 10,569 10,601 31 4,539 4,570 31

金銭の信託1 14,805 16,445 1,639 16,498 17,716 1,217

うち国内株式 10,654 12,025 1,370 11,797 12,979 1,182

うち外国株式 2,222 2,294 71 2,320 2,288 △ 32

うち外国債券 1,611 1,809 197 1,639 1,706 67

（億円）

注： 本表には、時価のある有価証券のみを記載。また、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含む
1. 金銭の信託の合計額には、現預金等を含む
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EVの変動要因

(単位：億円)RoEV ： 4.1% (年換算後・経済前提一定1)

31,510

△ 336

31,174

+ 420

+ 57

+ 73

△1,873

29,936

△ 54

+ 137

2016.3末
EV2

2016.9末
EV

調整
(株主配当)

期待収益
(リスクフリー
レート分)

期待収益
(超過収益分)

調整後
EV 新契約価値

非経済前提と
実績の差異

非経済前提
の変更

経済前提と
実績の差異

1. 「経済前提一定」は、EVの変動要因から「経済前提と実績の差異」を除いた値
2.終局金利適用後

金利50bp上昇 + 14.1 %

金利50bp低下※ △ 17.5 %

株式・不動産10%下落 △ 2.5 %

EV感応度 (2016.9末)

※ 金利50bp低下は、低下後のリスク・フリー・レートの下限を0%とし、
低下前のリスク・フリー・レートが0%を下回る場合はそのままとして計算
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新旧区分別実績（単体）

40

2013.3期 2014.3期 2015.3期 2016.3期 2016.3期 2Q 2017.3期 2Q

総資産
旧区分
新区分

百万円 90,462,364
73,793,953
16,668,410

87,088,626
67,560,915
19,527,711

84,911,946
61,703,013
23,208,932

81,543,623
55,832,787
25,710,836

84,688,745
60,158,783
24,529,961

80,492,247
52,827,292
27,664,955

保有契約件数
旧区分（保険）
新区分（個人保険）

千件 36,805
26,933
9,871

34,864
23,195
11,668

33,489
19,949
13,539

32,323
16,972
15,350

32,829
18,402
14,426

32,067
15,678
16,388

保険料等収入
旧区分
新区分

百万円 6,481,772
2,685,558
3,796,214

5,911,643
2,155,398
3,756,245

5,956,716
1,697,140
4,259,576

5,413,862
1,322,308
4,091,554

2,746,776
700,116

2,046,659

2,812,554
534,645

2,277,909

経常利益
旧区分
新区分

百万円 529,375
424,511
104,864

463,506
382,325
81,181

493,169
377,145
116,024

413,023
258,059
154,963

219,778
141,516
78,262

107,711
73,545
34,165

当期純利益
旧区分
新区分

百万円 91,000
56,816
34,184

63,428
43,689
19,739

81,758
36,969
44,789

86,338
32,850
53,487

49,300
20,977
28,323

42,604
14,361
28,242

危険準備金繰入額
旧区分
新区分

百万円 △ 100,149
△ 159,710

59,561

△ 94,807
△ 164,732

69,924

△ 90,087
△ 167,144

77,057

△ 123,864
△ 171,199

47,335

△ 61,235
△ 85,201

23,965

△ 60,602
△ 86,548

25,945

価格変動準備金繰入額
旧区分
新区分

百万円 64,656
43,374
21,282

91,360
73,857
17,502

97,934
72,126
25,808

70,100
8,957

61,143

30,388
6,508

23,879

△ 29,627
△ 22,711
△ 6,915

追加責任準備金繰入額
旧区分
新区分

百万円 △ 92,835
△ 92,835

-

△ 77,134
△ 77,134

-

△ 68,347
△ 68,347

-

△ 55,533
△ 55,533

-

△ 26,991
△ 26,991

-

△ 22,650
△ 22,650

-

注： 「旧区分」は簡易生命保険契約区分を源泉とする数値、「新区分」はかんぽ生命全体から「旧区分」を差し引いた数値
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主要業績の推移（連結）

41

（億円）

2013.3期 2014.3期 2015.3期 2016.3期 2016.3期 2Q 2017.3期 2Q

保険料等収入 64,817 59,116 59,567 54,138 27,467 28,125 

経常利益 5,289 4,627 4,926 4,115 2,187 1,078 

契約者配当準備金繰入額 3,074 2,421 2,007 1,780 1,195 779 

当期純利益 906 628 813 848 485 425 

純資産 14,667 15,381 19,757 18,829 19,086 17,825 

総資産 904,635 870,928 849,150 815,451 846,918 804,922 

自己資本利益率 6.6% 4.2% 4.6% 4.4% - -

株主資本利益率 7.1% 4.7% 5.9% 5.9% - -

株主配当 227 168 245 336 - -

配当性向 25.1% 26.8% 30.2% 39.6% - -

【参考】 基礎利益（単体） 5,700 4,820 5,154 4,642 2,399 1,944
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＜免責事項＞

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現時点で合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、予想と異なる

可能性があることにご留意ください。

簡易生命保険は、2007年10月以降、新たなご契約のお申込みを受け付けておりません。なお、現在、株式会社かんぽ生命保険がお引き受けする保険契約は、簡易生命保険とは異なり、保険金等のお支払いに関する政府保証はありません。
株式会社かんぽ生命保険は、2007年9月以前にご加入いただいた簡易生命保険契約について、その契約の権利及び義務を承継した独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構からの委託を受け、保険金等のお支払いや保険料の収納
等のサービスを提供しています。


